
（仮称）田原中山風力発電事業に係る環境影響評価準備書についての部会報告骨子案 

 

部会報告骨子案 参     考 

はじめに 

 

意見骨子 

・ 事業者は、以下の事項について十分に検討し、その結果を 

環境影響評価書（以下「評価書」という。）に記載するととも

に、評価書に記載される内容に従って環境保全に万全を期す

る必要がある。 

 

 

○過去の知事意見 

  事業者は、以下の事項について十分に検討し、その結果を

環境影響評価書（以下「評価書」という。）に記載するととも

に、評価書に記載される内容に従って環境保全に万全を期す

る必要がある。 

 

１ 全般的事項 

 

 懸念事項 

・ 本事業では、対象事業実施区域の全域が三河湾国定公園の

第２種特別地域及び鳥獣保護区に指定されていることに加

え、区域の大部分が保安林に指定されており、重要な自然環境

のまとまりの場となっていることから、動物、植物、生態系、

景観等への影響を最大限低減することが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

国定公園第２種特別地域： 

良好な自然状態を保持している地域で、農林漁業との調和

を図りながら自然景観の保護に努めることが必要な地域 

 

 鳥獣保護区： 

  鳥獣の保護のため重要と認められる区域 

 

保安林（飛砂防備保安林）： 

  海岸の砂地を森林で被覆することにより飛砂の発生や内陸

への進入を防止し、内陸部における土地の高度利用、住民の生

活環境の保護を図るもの 
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資料６



 

意見骨子 

・ 法令に基づく許可基準に適合させること。 

・ 専門家の助言を得ながら、準備書に記載されている環境保

全措置を確実に実施すること。 

・ 環境保全対策に関する最善の利用可能技術の導入や工事の

工程及び施工方法を工夫するなど、より一層の環境影響の低

減に努めること。 

・ 環境への影響に関して新たな事実が判明した場合等におい

ては、必要に応じて適切な措置を講ずること。 

 

 

 

２ 騒音、低周波音、風車の影 

 

 

（部会における議論を踏まえ、部会報告案を作成） 

 

○委員意見 

・ 騒音は、閾値がある問題ではなく、個人差も大きい。指針値

を目安として使うのはよいが、それを下回ることによって免

責される値ではない。 

 

○田原市長意見 

・ 騒音及び超低周波音、影等、地域住民の生活環境の保全に十

分に配慮し、苦情が発生した場合には誠意をもって対応する

こと。 
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３ 動物、植物、生態系 

 

 

（部会における議論を踏まえ、部会報告案を作成） 

 

○委員意見 

・ モニタリングをするだけではなくて、その結果を踏まえて

どのような低減措置を取るのか、もう少し具体的な記載があ

るとよい。 

・ 事後調査の結果を定量的に評価する必要があると思う。何

がどの程度多かったら具体的に何をするのか、定量的に判断

できる基準を設けていただきたい。 

・ 船舶レーダー調査の結果を影響予測・評価に十分活用でき

ていない。 

・ 植物の重要な種について、最初から移植しないよりは、試し

に移植してみるなどの措置を検討して、その結果、最終的には

移植しないということでもよいと思う。 

 

○田原市長意見 

・ 鳥類等の野生動植物の生息・生育に極力影響のないよう十

分な対策を行い、鳥類等については、事業開始後も準備書に記

載のある事後調査を実施し、適切に対応すること。 
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４ 景観 

 

 懸念事項 

・ 対象事業実施区域の全域が三河湾国定公園の第２種特別地

域に指定されている。 

 

意見骨子 

・ 風力発電機への彩色塗装については、可能な限り周辺景観

との調和に努めること。 

 

国定公園第２種特別地域（再掲）： 

良好な自然状態を保持している地域で、農林漁業との調和

を図りながら自然景観の保護に努めることが必要な地域 

 

景観資源の状況： 

  対象事業実施区域に隣接する渥美風力発電所が美しい愛知

づくり景観資源 600 選に選定されている。 

 

○田原市長意見 

  三河湾国定公園内であるため、主要な眺望点や西ノ浜シー

サイドロードからの眺望景観について自然としての景観が損

なわれないように最大限配慮すること。 

 

５ その他 

 

 意見骨子 

（１）評価書の作成及び公表に当たっては、住民等の意見に配

慮し、住民等の理解促進及び利便性の向上に努めること。 

（２）事業の実施に当たっては、地元への丁寧な説明等の積極

的な情報発信を行うとともに、住民等からの環境に関する

要望等に適切に対応すること。 

 

 

○過去の知事意見 

（１）評価書の作成及び公表に当たっては、住民等の意見に配

慮し、住民等の理解促進及び利便性の向上に努めること。 

（２）事業の実施に当たっては、地元への丁寧な説明等の積極

的な情報発信を行うとともに、住民等からの環境に関する

要望等に適切に対応すること。 
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